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プレゼ内容
木炭施用によるカーボンオフセット農作物の
栽培と国内排出権取引の可能性について

• 事例紹介

• 木炭による炭素隔離の特色

• 木炭の土壌改良効果

• 国内農地で隔離可能な炭素量

• 国内排出権取引の可能性



事例紹介－１



競り落札価格

普通：2,500円/箱

ｶｰﾎﾞﾝｵﾌｾｯﾄ：
3,000円/箱
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肥料製造時のCO2排出量：
31kg-CO2/3a
施肥量（3a当り）：有機肥料；牛糞堆
肥600kg、苦土セルカ30kg、単質肥料
；KPカスタム12kg、複合肥料；黒豆
いちばん6kg
CO2排出原単位：有機肥料；2.4g/円、
単質肥料；9.0g/円、複合肥料；5.9g/
円

エネルギー使用に
よるCO2排出量：
127kg/3a
（トラクター使用等）
軽油使用量： 43.8㍑
/3a
軽油のCO2排出原単位
：2,619g/㍑

農薬製造時のCO2排出量：
5kg/3a
農薬使用量（3a当り）：ダイシス
トン粒；1.2kg、エルサン乳剤；
36ml、トップジンM水和剤；24g
、バイジット乳剤；36g、トレボ
ンＥＷ；36g、アプローチＢＩ；
108g
農薬CO2排出原単位：3.8g/円

窒素肥料による亜酸化窒
素排出量のCO2換算値：
28kg-CO2/3a
窒素施肥量：12.3kg/3a、亜酸
化 窒 素 排 出 原 単 位 ：
0.0073kg/kg-N、亜酸化窒素排
出量：0.0898kg/3a、CO2への
換算係数：310

木炭施用量：125kg/3a
木炭の土壌改良資材利用によるCO2地中隔離量：245kg/3a
炭化時のCO2排出量：灯油（着火時に使用、以降は自燃）；2,489g/㍑（排出原
単位係数）×0.15㍑/kg-木炭（灯油使用量）×125kg/3a⇒46.7kg-CO2/3a、電
力（動力源）；378g/kWh（排出原単位係数）×1.3kWh/kg-木炭（電力使用量
）×125kg/3a⇒61.4kg-CO2（⇒灯油と電力の合計：108kg-CO2/3a）
木炭のCO2固定量：125kg/3a×0.77（固定炭素の割合）×44/12（炭素から
CO2への換算係数）⇒353kg-CO2/3a

大気へのCO2排出量：191kg-CO2

土壌へのCO2隔離量：245kg-CO2

「排出原単位」出典：LCA手法を用いた農
作物栽培の環境影響評価実施マニュアル、
（独）農業環境技術研究所、平成15年11月

カーボン

オフセット

黒大豆

黒大豆への施用

無施用

400g/m2施用

（兵庫県宍粟市内で栽培
中）
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CO2固定評価を行うシステム境界（時間）

炭化埋設によ
るCO2の隔離

太 古 の 森
林 に よ る
CO2の
吸 収 と 石
油 ・ 石 炭
の生成

化石燃料燃焼に
よるCO2の排出

？炭の酸
化による
CO2排出

過去（数億年）← 現在（数十年） → 未来（数千年）

カーボン
ニュートラル

カーボン
絶対量の削減

森林（吸収源）ストック等
（極相林はカーボンニュートラル）

CO2発生量の削減

省エネ

バイオマスによ
るCO2の固定

新エネルギー：バイ
オマス資源の燃焼に
よるCO2の排出

炭素隔離の特色－１

樹木のCO2濃縮率は大気の８０万倍、それを木炭にして地中隔離



省エネルギー 炭の地中固定

減少

増加

炭材は
カーボン
ニュートラル

CO2の

地中隔離

CO2量は削減は
されるが排出も
される

化石燃料の使用

大
気
中

CO
2濃
度
へ
の
寄
与

省エネによ
る削減量

バイオマスの分解

炭材に含まれる炭素を使って自燃で炭化

木炭は固定炭素の塊

炭素隔離の特色－２



CO2
隔離
機能

CO2削減のた
めの限界費用

炭の販売価格
（制度運用前）

地中固定を
前提とした
実質販売価格
（制度運用後）

土壌改良
材として
の機能等

炭
の
金
銭
的
な
価
値

木炭は高価な土壌改良資材

炭素隔離が金銭価値を生むことで大量に利用される可能性

炭素隔離の特色－３



トマト栽培への施用

・細根の増加

無施用
200g/m2

施用
400g/m2

施用

根の
調査

根の
水洗い

土壌改良効果－１

無施用

200g/m2

400g/m2

←

←

←



無施用 200g/m2施用 400g/m2施用

200g/m2施用

400g/m2施用

→

←

シュンギク栽培への施用

・根量増大

・収穫量増大

（兵庫県宍粟市
内）

土壌改良効果－２



土壌改良効果－３



木炭の成分
分析結果

土壌改良効果－４

木炭は
炭素の塊

固定炭素：
91.59％



国内農地で隔離可能な炭素量：

1,400万ton-C/年（5,200万ton-CO2/年）

・木炭施用量：400kg/10a年
・固定炭素率：75％（炭化時のCO2発生量を考慮した想定値）

・国内の農地面積：474万ha（平成15年）
（100kg/10a年×0.75×474万ha=1,422万ton-C/年⇒5,214万ton-CO2/年）

※炭材には国内の林地残材、製材所副産物の樹皮、雑木林剪
〇定枝、及び木材輸入先の林地残材等、クリーンな森林バイオ
〇マス利用を想定

※プロセッサー等の高性能林業機械導入が進むことで土場等に
〇林地残材が集積するので、炭材として利用しやすくなります。

隔離可能な炭素量－１



国内排出権取引の可能性－１

炭素隔離量認証は炭材の認証、炭化装置の認証、地中
隔離量の認証、認証証券の発行により制度化、認証証券
で国内排出権取引（国内版CDM）

木炭の土壌改良資材等
利用による炭素地中隔
離量の認証
認証木炭の農地への施用量
に基づく炭素地中隔離量の
認証。

炭素隔離量認
証証券の発行
認証証券を発行。
証券発行量の増
加で森林、農地の
保全水準が向上。

炭化装置の
認証
炭化装置と製品
の分析値に基づ
く固定炭素量の
認証（認証木炭）。

炭材の認証
・有害物質を含まないクリーンな炭材を
認証（建設廃木材等は炭材として認定
しない。）
・サステナブルな森林経営による炭材
を認証（森林保全）

排出権取引
・第一約束期間：経済界のカー
ボンオフセット活動の認証
・ポスト京都議定書：安価で大
量な排出権を国内に用意
・排出権取引量の増加が国土
保全レベルの向上に繋がる。※森林吸収量は長いスパンでは頭打ちになるのに対して

〇木炭による炭素隔離はサステナブル。



農地管理によるＧＨＧ削減の可能性
国内排出権取引の可能性－２

土壌の炭素貯留量の増加に向けた栽
培地や・・・・・の管理方法の改善、・・・・



米、排出権取引法案でも農業に着目

国内排出権取引の可能性－３

ビンガマン法案：CO2１トン

当りの上限を７ドルと想定
農業貯留や生物貯留
の考え方もユニーク。
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カーボンオフセット
制度化の可能性

国内排出権取引の可能性－４



国内排出権取引の可能性－５

炭素地中隔
離量の増加

安価なCO2
排出権の確保

環境保全型農業
土づくりの促進

サステナブルな
環境林業の定着

新たなCO2
吸収源確保

国土保全：
公益機能の
保全

産業振興：
国際競争力
確保

温暖化防
止：炭素
マイナス

国内農地
で木炭使
用量増加

品質基準適合海外炭の製造

林地残材等森林バイオマ
スを炭材とした木炭製造

CO2排出権取引

木炭の土壌改良資
材利用による炭素
隔離量認証制度

排出権取引制度

国内版CDMの可能性
農地等への木炭施用はカーボンマイナス



森林保全・土づくり・河川浄化・・・そして炭素隔離・・・・
木炭利用は多面的な環境保全対策です。

「カーボンオフセット農作物」の金銭的価値が高まれば
木炭が経済財として廻りはじめます。

終


